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はしがき

　本書は，企業における適法かつ積極果敢な競争戦略の立案・遂行に資するこ
とを目指すものである。
　公正取引委員会は独禁法違反行為を取り締まる官庁であり，独禁法の執行は
本質的に企業の事業活動を制約するものである。公正取引委員会が公表するガ
イドラインも，基本的には違法性の判断基準や考慮要素を示すものであり，適
法性の判断基準を示すものは少ない。独禁法に関するこれまでの判決や審決も，
その大部分は独禁法違反を認定するものである。そのため，独禁法を解説する
文献の多くは，どのような行為が独禁法違反となる

4 4

かを中心に論ずるものとな
っている。
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かという違法性判断基準と，どのような
行為が独禁法違反とならない
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かという適法性判断基準は，概念的には表裏の関
係にあり，その境界線は一致するはずである。しかし，実務においては両者の
間には大きな隔たりがある。公正取引委員会が摘発する事案は，その処理能力
に限りがあることや，行政機関として保守的事件選択をする傾向があることか
ら，違法性が明らかな手堅いものが多い。それ故に，公正取引委員会によって
独禁法違反と認定された事案を分析しても，そこから適法・違法の境界線を明
確に描くことができるとは限らない。他方，企業としては，独禁法違反に対す
る制裁が厳しいことから，その疑いを掛けられることのないように安全策を採
りがちである。適法か違法か明確ではないグレーゾーンには立ち入らない選択
肢を採ることによって，独禁法に抵触するリスクを回避することができる。
　しかし，本来適法になすことができる事業活動を過度に自制するようなこと
があれば，企業の競争力を削ぐことにもなりかねない。外国企業は，企業戦略
を立案する段階で競争法違反とはならないぎりぎりのラインを模索する「攻
め」の経営を実現している。独禁法違反は絶対悪ではなく，正当な事業活動の
延長線上にあるものである。企業が独禁法上許容される最大限の戦略を立案し
遂行することは，決して法の目をかいくぐる行為ではない。
　本書は，こうした問題意識に基づき執筆したものであり，次のような特徴を
有している。
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　まず，どのようにすれば独禁法違反とならない
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のか，その判断過程において
実務上履践されている暗黙知の可視化を強く意識した。すなわち，独禁法違反
の要件に溶け込んでいる正当化事由を結晶化させ，それを実務的観点から体系
的に整理し直して厚く解説するようにしている。そして，具体的に独禁法上適
法と判断される行為をイメージしやすくするため，公正取引委員会が毎年公表
している相談事例集の中から「独禁法上問題とはならない」とされたものを豊
富に紹介するようにした。
　また，本書全体の体系として，独禁法に定められた違反類型ごとに解説する
のではなく，戦略を立案する企業の視点から，問題となる行為の類型を再構築
している。独禁法の分野では 1つの行為が複数の違反類型に重畳的に該当し
うるが，重複した検討はできる限り回避するのが合理的である。本書は，企業
が立案しようとしている事業戦略の真の目的は何か，その目的はどのようなメ
カニズム（作用機序）で実現されるのかという観点から問題行為を体系化し，
該当する違反類型を横断的に解説している。
　さらに，本書は裁判所や公正取引委員会によって採られている現にあるルー
ルのバックグラウンドにある趣旨を，可能な限り読み解いて解説するように心
掛けている。独禁法務では日々新たな問題が生起しているが，それらに適切に
対処するためにはルールの本質を理解しておくことが不可欠だからである。
　なお，本書刊行時点において令和元年独禁法改正法は未施行であるが，本書
では同改正法に準拠して解説を行っている。

　筆者が独禁法務に携わるようになって 20 年が過ぎた。まだまだ道半ばでは
あるが，これまでの経験を踏まえた自分なりの独禁法の理解を整理し，それを
形に残したいという強い思いで本書を執筆した。ここに至るまでには，法学の
議論の愉しさを教えていただいた佐伯仁志先生，筆者を独禁法務の世界に導い
てくださった石川正弁護士，独禁法の骨格を様々な角度からご指導いただいた
正田彬先生，根岸哲先生，白石忠志先生をはじめとする先生方，実地での研鑽
の場を与えていただいたクライアントの方々，授業での対話を通じて数多くの
示唆をいただいた京都大学法科大学院および神戸大学大学院法学研究科トップ
ローヤーズ・プログラムでの受講者の方々，常に切磋琢磨し合ってきた弁護士
法人大江橋法律事務所の仲間たち等，数え切れないご縁に支えられてきた。
　本書は，Lawyers’ Knowledge シリーズの 1冊として刊行されるものである。
中井康之先生を筆頭とする同シリーズの著者の方々と企画の段階から議論を重
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ね，専門分野が異なるからこその示唆を頂戴したことは，誠に得がたい刺激的
な経験であった。また，株式会社有斐閣の龜井聡氏には執筆が遅れがちであっ
た筆者を常に励ましご助力いただき，同社の石山絵理氏には丁寧な編集と校正
で本書を仕上げていただいた。
　末筆ながら，この場をお借りしてこれまでお世話になった皆さまならびに筆
者の思いを理解してくれている妻に心から感謝の意を表したい。

2020 年 4 月
長澤 哲也
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談事例集・事例 53）。

実
践
知
！

　事業者団体が，販売数量や需要動向を取りまとめて公表する
ことは，それによって現在または将来の販売数量についての共
通の具体的な目安を与えるものでない限り，独禁法上問題とは
ならない。

3．受注調整

⑴　受注予定者の決定・協力
　入札において，入札参加者の間で受注予定者を決定し，受注予定者以外の
者は受注予定者が受注できるように協力するという入札談合は，不当な取引
制限の典型例である。
　このような受注調整は，官公庁が行う入札に限定されるものではなく，民
間企業が発注に当たって行う入札や見積合わせにおいて行うものも，不当な
取引制限となる（公取委審判審決平成 25・7・29 審決集 60 巻第 1分冊 144 頁
〔液晶モジュール受注調整事件〕等）。

⑵　受注予定者等について共通の目安を与える情報交換等
　入札に参加しようとする事業者が，当該入札について有する受注意欲，営
業活動実績，対象物件に関連した受注実績等，受注予定者の選定につながる
情報について，他の事業者との間で情報交換を行うことや，事業者団体にお
いてそのような情報を収集・提供することは，受注予定者を決定するための
手段となりうるものであり，また，受注予定者に関する意思の連絡につなが
る蓋然性のあるものであり，独禁法上問題となるおそれが強い（入札ガイド
ライン第 2の 1⑵ア（1─1─1〔受注意欲の情報交換等〕））。
　他方，事業者団体が，官公庁や民間の調査機関等が公表した入札に関する
一般的な情報（発注者の入札に係る過去の実績または今後の予定に関する情報，
入札参加者の資格要件または指名基準に関する情報，労務賃金，資材，原材料等
に係る物価動向に関する客観的な調査結果情報等）を収集・提供することは，
原則として独禁法上問題とはならない（入札ガイドライン第 2の 4⑵（4─4
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〔入札に関する一般的な情報の収集・提供〕））。しかし，そのような情報を，今
後の入札の受注予定者選定の優先順位に係る目安となるような形で整理し，
入札に参加しようとする事業者に提供することは，受注予定者の決定の手段
となるものであり，また，受注予定者に関する意思の連絡につながる蓋然性
のあるものであって，独禁法上問題となるおそれが強い（入札ガイドライン
第 2の 1⑵ア（1─1─2〔指名回数，受注実績等に関する情報の整理・提供〕））。
　また，事業者団体が，関連市場の全般的な動向の把握のために，構成事業
者から過去の受注実績に関して，個別の受注に係る情報を含まない概括的な
情報を任意に徴し，個々の事業者に関する実績や見通しを示すことなく概括
的に取りまとめて公表することは，現在または将来の受注予定者についての
共通の目安を与えるものでない限り，独禁法上問題とはならない（入札ガイ
ドライン第 2の 3⑵（3─2〔官公需受注実績等の概括的な公表〕））。
　さらに，入札に関する対象物件の内容や必要な技術力の程度等について発
注者が公表した情報を，中小企業の団体が収集して構成事業者に提供するこ
とは，構成事業者の情報収集能力の不足を補うものであり，受注予定者の決
定につながるようなことを含まないものである限り，独禁法上問題とはなら
ない（入札ガイドライン第 2の 4⑵（4─7〔入札物件の内容，必要な技術力の程度
等に関する情報の収集・提供〕））。同様に，中小企業の団体が，標準的な費用
項目を掲げた積算方法を作成することや，所要資材等の標準的な数量や作業
量を示すことは，構成事業者の入札一般に係る積算能力の向上に資するもの
であり，事業者間に積算金額についての共通の目安を与えるようなことのな
いものである限り，独禁法上問題とはならない（入札ガイドライン第 2の 2⑵
（2─4〔標準的な積算方法の作成等〕））。

⑶　同一入札参加者への下請発注
　入札参加者が，あらかじめ他の入札参加者と共同して，入札前に，受注者
が入札対象物品や工事の一部を他の入札参加者に下請発注することを決めて
おくことは，「回し」と呼ばれ，受注調整の実効を確保するものであって，
不当な取引制限の一部を構成するものとして，独禁法上問題となる（公取委
勧告審決平成 8・4・23 審決集 43 巻 193 頁〔贈答品等談合事件〕等，入札ガイド
ライン第 2の 1⑵ウ（1─1─4〔他の入札参加者等への利益供与〕））。下請発注に代
えて，受注者が他の入札参加者に対して協力金等の利益供与を行う場合も同
様である。落札後に落札者が落札対象物品や工事の一部を他の入札参加者に
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下請発注する行為は，入札前における受注調整の存在を疑わせかねないもの
であることから，公正な競争を確保するため，同一入札参加者による下請負
を原則として禁止する官公庁も多い。
　もっとも，問題となるのは同一入札参加者への下請発注の背後にある入札
前の受注調整であって，以下の事例のように，受注調整が認められない場合
には，同一入札参加者への下請発注それ自体が独禁法上問題となるものでは
ない。

●相指名業者に対する下請発注（平成 11年相談事例集・事例 23）
　入札により工事を受注した事業者が，落札後に，受注した工事を遂行するため
に必要が生じてきたことから，自己の経営上の判断として，当該工事の入札参加
者に下請発注することは，それ自体は独禁法上問題となるものではない。

⑷　競争者間での協業体制（共同企業体）の結成
　入札に参加しようとする事業者が，対象の物品供給や工事施工に必要とな
る商品や技術力を補い合って確保するため，他の事業者と協業体制を結成す
ることは，基本的に独禁法上問題となるものではない。他の事業者との間で
共同企業体（JV）を結成する場合がその典型である。入札に参加するための
共同企業体の結成に際して，相手方となる可能性のある事業者との間で，個
別に，相手方の選定のために必要な情報を徴することや，共同企業体の結成
に関する具体的な条件を意見交換の上で設定することは，共同企業体の結成
に当たって当然必要となる活動であり，原則として独禁法上問題とはならな
い（入札ガイドライン第 2の 4⑵（4─9〔共同企業体の相手方の選定のための情報
聴取等〕））。これに対し，共同企業体を結成する相手同士でない事業者との
間での情報交換等，受注予定者の決定につながるような行為は，独禁法上問
題となる（入札ガイドライン第 2の 1⑵（1─3〔共同企業体の組合せに関する情
報交換〕））。
　入札への参加に際し，自己が落札した場合には対象物品や工事の一部を下
請発注することを前提に，他の事業者から対象物品や工事の一部の見積書を
徴することや，入札前に交渉して下請価格を事前に取り決めることは，以下
の事例のように，原則として独禁法上問題とはならない。もっとも，当該下
請受注予定者自身も入札に参加することは，上記⑶のとおり，受注調整の存
在を疑わせかねないものであり，下請受注予定者は応札しないことが望まし
い。
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●入札参加予定者との間での入札対象物品調達価格の事前取決め（平成 27年度相談
事例集・事例 7）
　システム工事の入札に当たり，入札参加事業者が，入札で競合する可能性のあ
る他の事業者との間で，入札の対象となるシステムを構成する一部の機器の調達
価格を事前に交渉して取り決めることは，
①　システム工事に要する費用全体に占める対象機器の製造に要する費用の割合
は高くないこと，
②　入札参加条件を満たすために，発注者が求める範囲内で対象機器の調達価格
のみを取り決めるものであり，その他の費用や応札価格についての情報交換等
は一切行われないこと
から，独禁法上問題となるものではない。

実
践
知
！

　競争者間で受注調整を行うことは，基本的に，独禁法上問題
となる行為である。
　しかし，入札等に当たって，競争者間で共同企業体等の協業
体制を結成するため，必要な情報を徴することや，協業体制の
結成に係る具体的な条件について意見交換の上で設定すること
は，受注予定者の決定につながるようなものでない限り，独禁
法上問題とはならない。
　ただし，協業体制を組む事業者が，一つの共同企業体を結成
するのではなく，一方が元請，他方が下請としてフォーメーショ
ンを組む方法で応札する場合には，下請となる事業者は入札に
参加すべきではない。

4．顧客獲得制限カルテル

　競争者が共同して，または，事業者団体により，相互に取引先を制限する
ことや，相互に販売地域等を制限して市場を分割することは，競争者間での
顧客獲得競争を制限するものである。競争とは，様々な手段で顧客を奪い合
うことであり，顧客の争奪を制限することは，競争そのものを消滅させるも
のである。このように，競争者間での顧客獲得競争の制限は，競争を制限す
ること以外に特段の競争促進的な効果が見込まれない場合には，行為そのも
のが反競争的である。そのため，当該行為が実効性をもって行われたならば，
通常，市場における競争が実質的に制限されるものであることから，原則と
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Ⅰ．事件調査手続の概要

　公正取引委員会による独禁法被疑事件に対する調査には，行政事件調査と
犯則事件調査の 2種類がある。

1．行政事件調査

　行政事件調査（審査）は，公正取引委員会において，審査局長からの端緒
事実の報告に基づき，必要があると認めた事件につき，担当審査官を指定し
て開始される（審査規則 7条）。
　行政事件調査は，被疑事業者にとって，立入検査により開始されることが
多い。立入検査とは，事件関係先の営業所その他必要な場所に立ち入り，業
務および財産の状況，帳簿書類その他の物件を検査することである（独禁 47
条 1項 4号・2項）。立入検査は，事件調査に必要であると合理的に判断され
る場合に行うことができる（独禁 47 条 1項柱書）。立入検査の実施につき，
裁判官の令状等は必要とされない。立入検査は，対象者がそれに応じない場
合に強制的に行うことは許されないが，検査を拒否，妨害ないし忌避した者
は刑事罰の対象となりうる（独禁 94 条 4号）点で，間接的な強制力を有する
ものである。
　立入検査の結果，発見された書類や電子データ等の物件につき，審査官は，
所持者に対し，事件調査に必要であると合理的に判断される範囲でその提出
を命ずることができる（独禁 47 条 1項 3号・2項）。提出命令につき，裁判官
の令状等は必要とされない。対象者が提出命令に応じない場合，審査官が強
制的に取り上げることは許されないが，提出命令に違反して物件を提出しな
い者は刑事罰の対象となりうる（独禁 94 条 3号）。提出命令は，原則として，
対象物件の現物の提出を命ずるものであり，審査官は，当該物件を留置する。
サーバやパソコン等に保存された電子データについては，記録媒体に複製・
保存されたものの提出が命じられる。
　その後，調査の必要に応じて，断続的に関係人からの供述聴取が行われる。

CHAPTER

公正取引委員会の調査への対応
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とりわけ，立入検査当日は，キーパーソンに対して，初期供述の録取が試み
られることが多い。供述聴取は，通常は対象者の任意の協力に基づいて行わ
れ，審査官は，必要に応じて供述内容を取りまとめて録取した供述調書を作
成する（審査規則 13 条）。供述調書を作成するか否かは審査官の裁量に委ね
られており，供述者が供述内容の調書化を求めても必ずしも供述調書が作成
されるわけではない。他方，任意の供述聴取の協力が得られない場合には，
対象者に対し，出頭を命じて審尋することが行われることがある（独禁 47
条 1項 1号・2項）。出頭命令に違反して出頭しなかったり，陳述を拒んだり
虚偽の陳述をした者は刑事罰の対象となりうる（独禁 94 条 1号）。審尋が行
われた場合には，必ず，その供述を記載した審尋調書が作成される（審査規
則 11 条）。
　また，調査の必要に応じて，被疑事業者等に対し，関係事項の報告が命じ
られる（独禁 47 条 1項 1号・2項）。報告命令においては，通常，会社の概要，
対象商品・取引の具体的内容等，客観的な情報やデータの報告が求められる
とともに，課徴金対象事件については，違反行為の認定に必要な調査がある
程度終了した段階で，課徴金の算定に必要な取引額等の報告が求められる。
　以上は，カルテル事件を中心とした一般的な行政事件調査の内容であるが，
カルテル事件以外の証拠隠滅の懸念が低い事案などでは，上記の立入検査を
行わずに，被疑事業者に対して事件調査が開始されることがある。さらに，
最近では，カルテル事件においても，立入検査が行われない事案が出てきて
いる。そのような事案では，審査官は，被疑事業者を公正取引委員会に呼び
出し，被疑事実の要旨等を説明した上で，報告命令を発出するなどして調査
が開始される。こうした調査手法に対し，被疑事業者が，社内調査を実施す
るなどして，事実関係を報告し，従業員の陳述書等の資料の提出を行うなど
積極的に協力する場合には，審査官による供述聴取も一部行わずに審査が進
められることもある（公取委「全日本空輸株式会社が発注する制服の販売業者に
対する排除措置命令及び課徴金納付命令について」（平成 30・7・12））。
　上記のような行政事件調査の結果，公正取引委員会は，排除措置命令や課
徴金納付命令をしようとするときは，命令の名宛人となるべき者に対する意
見聴取手続を行わなければならない（独禁 49 条・62 条 4 項）。意見聴取手続
では，名宛人となるべき者に対し，予定される命令書案や証拠品目録等が通
知され（独禁 50 条・62 条 4 項，意見聴取規則 9条），証拠を閲覧・謄写する機
会が与えられ（独禁 52 条・62 条 4 項），意見聴取官の主宰により審査官への
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質問を含む意見聴取が行われる（独禁 54 条・62 条 4 項）。公正取引委員会は，
意見聴取手続における調書や報告書の内容を十分に参酌し，排除措置命令や
課徴金納付命令を発するか否かを議決する（独禁 60 条・62 条 4 項）。

2．犯則事件調査

　公正取引委員会による事件調査は，刑事告発に向けた犯則事件の調査とし
て行われることもある。犯則事件調査は，公正取引委員会において，審査局
長からの端緒事実の報告に基づき，必要があると認めた事件につき，担当の
犯則事件調査職員を指定して開始される（犯則事件調査規則 4条）。
　犯則事件調査職員は，犯則調査に必要であると合理的に認められる場合に
は，裁判官があらかじめ発する許可状により，対象者の承諾なく，強制的に
事件関係先への臨検，捜索または差押えをすることができる（独禁 102 条 1
項）。犯則事件調査職員は，裁判官の許可状を請求する際には，「犯則事件が
存在すると認められる資料」を提出しなければならない（独禁 102 条 4 項）。
　また，犯則事件調査においても，必要に応じ，犯則嫌疑者等に対し，出頭
を求めた上で質問（取調べ）が行われる（独禁 101 条 1 項）。もっとも，刑事
捜査とは異なり，犯則事件調査では，逮捕・勾留権限は認められておらず，
出頭を強制することはできない。また，出頭に応じなかったり，質問への回
答を拒んだり虚偽の回答をしたとしても，刑事罰の対象とはならない。しか
し，犯則事件調査に非協力的な態度を示している場合には，下記の検察官に
よる捜査において，逮捕・勾留の対象とされてしまうリスクが高まることに
十分留意する必要がある。
　公正取引委員会は，犯則事件調査の結果，独禁法に違反する犯罪があった
と思料するときは，検事総長に告発を行う（独禁 74 条 1項）。不当な取引制
限，私的独占または事業者団体による競争の実質的制限に対する刑事罰（独
禁 89 条）や，確定した排除措置命令に従わない場合の刑事罰（独禁 90 条 3
号）等については，専属告発制度が採用されており，検察官は，公正取引委
員会の告発がなければ事件の訴追を行うことができない（独禁 96 条）。もっ
とも，検察官は，公正取引委員会の告発前であっても，独禁法違反被疑事件
について自ら捜査を行うことは禁止されていない。実務上は，公正取引委員
会による犯則事件調査の開始後，ある程度嫌疑が固まった時点で，犯則事件
調査と並行して，検察官（特別捜査部）による捜査が行われるのが通常であ
る。検察官による捜査は，刑事訴訟法に基づくものであり，被疑者の逮捕・
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勾留もありうる。こうした検察官による捜査を経て，検察官として起訴する
に足りる捜査を完了させた時点で，公正取引委員会による告発がなされ，そ
れと同日に検察官により公訴が提起されることが最近では多い。

Ⅱ．調査開始後の対応

　公正取引委員会による調査を受けた企業は，初動において，どのような対
応をすべきであろうか。調査に対して受動的な対応に終始する場合と，自社
で積極的に独自の対応をする場合とでは，それによってもたらされる帰結に
大きな違いが生じうる。

1．被疑事実等の把握

　まず，独禁法違反の被疑事業者として，最初になすべきは被疑事実等の把
握である。
　行政事件調査において，立入検査が行われる場合には，立入先の関係者は，
審査官から，被疑事実の要旨や関係法条等を記載した文書を交付される（審
査規則 20 条）。こうした被疑事実等の告知書に記載される被疑事実の要旨は，
例えば「○○が発注する○○工事の工事業者は，これらの工事について，共
同して，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしている疑い
がある」といった程度の簡素なものであるが，被疑事業者にとっては，後記
2の内部調査を実施する際の原点ともなるべき重要な情報である。また，立
入検査が行われない場合であっても，行政事件調査が開始されると，被疑事
業者は，審査官から呼出しを受け，被疑事実等の告知書記載と同内容の文書
が事実上交付されている。
　他方，犯則事件調査においては，臨検・捜索・差押えが行われる場合，対
象者は，裁判官の許可状の提示を受けるが（独禁 105 条），交付はなされな
い。許可状には，被疑事実が比較的詳細に記載されており，防御および社内
調査のため，提示を受けた者はその内容を書き写すようにすべきである。実
際には，臨検・捜索等が開始される時点においては，提示を受けた許可状の
内容を書き写す余裕はないであろうから，その後，臨検・捜索等が終了する
までの間に，再度の提示を求めるなどして，できる限り正確な被疑事実等の
把握に努めることが必要となる。
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